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は じ め に  

安保法制をめぐる一連の経過 

2014.7.1 集団的自衛権の法制化を目指す閣議決定がなされた。この安保法制が衆院

本会議 2015.7.16、次いで参院本会議強行可決 2015.9.19 可決成立した。 

この安保法制の集団的自衛権は、同盟国の他国（アメリカ）が世界中で展開する戦

争に加担して外国で他衛することを可能とするものである。この安保法制は憲法の三

大原理（国民主権、人権尊重、平和主義）の一角である９条（戦争放棄、戦力不保持、

交戦権否認）に反し、憲法違反であることは誰の目にも明らかだ。 

 

議会の多数派により、このような違憲立法が立憲主義に反して白昼堂々と行われた

ことは、日本の憲政史上、痛恨の悪例を残したことになる。戦前ナチス・ドイツのヒ

ットラーが、ワイマール憲法の民主的手続きにより国会で多数派を形成して政権を手

にいれ、全権委任法を通し独裁政治に突き進んだ「ワイマール・デモクラシーの悲劇」

を生んだ。これと同様の事態が今日の日本で再現している。 

 

安保法制に反対する国民の声 

この異常事態にこのまま放置することは出来ないとして、シールズの若者、ママの

会、大多数の憲法学者、弁護士会、各種市民団体、多数の野党勢力が次々に一斉に声

を上げた。「民主主義ってなんだ」、「立憲主義ってなんだ」、「憲法を守れ」国会を包

囲する声が高まり、これが昨年の流行語大賞に登場し、世間の関心を引いた。 

それ加え、通常政治的発言をしない憲法の番人である元法制局長官、元最高裁判事

ら、元最高裁長官さえもが安保法制は違憲であると発言した。 

一昨年の集団的自衛権閣議決定 2014.7.1 を、第一線の壮健憲法学者石川健治（1962

～）東大教授は「あれは、安倍政権の法的クーデターだった」と喝破した。 

 

憲法ってなんだ 

そもそも憲法ってなんだろう。わたくしが新制小学校に入学したのは、新憲法施行、

学制改革が実施された初年度だった。小学校のグランドの西側に、その前年まで後で

知ったが天皇と皇后の写真（御真影）と教育勅語を納めた奉安殿（後出：天皇教の神

殿の如きもの）というものがあり、これが入学時直前に破壊されて礫の山になってい

たことを記憶している。小学校に入学以来、新憲法（その頃全て新がついていた）下

で民主主義の学校教育を受けてきた筈である。憲法をどのようにして習ってきたかは

殆ど憶えていない。 

立憲主義・民主主義の危機が叫ばれている今日、改めて「憲法ったなんだろう」、

知らない自分に気が付き、手探りで調べてみようと考えた。  
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第１章 新旧憲法の比較 

  

日本国憲法の基本理念 

樋口陽一/井上ひさし 「日本国憲法を読み直す」一部引用と追加 

森松 幹治 構成 2016.2.1 

 

森松 幹治 構成 2016.6.25 

国民主権 

平和主義 

    人権尊重     

民権（civil Rights） 

〔国民(nation)の権利〕 

人権思想 

個人(人間)の尊厳・個人の尊重 

 人権(human Rights）                
〔人間(human)の権利〕 

国家権力の三権分立         

〔内閣法制局・最高裁判所〕 

国家権力（三権分立） 

<内閣・衆参両院国会・司法> 

政治家、官僚他、 

及び一般公務員 

上位 民定憲法 

下位 法律 
憲法以外の五法、 
及び法律一般 

国民 
主権者 

日本国憲法の構造 
1946.11.3 公布 

（立憲民主サイクル） 

人の支配 
民主主義 

法の支配 
立憲主義 

納税義務、勤労義務、 
子女教育義務 

 

天皇 
象徴 

 制限規範（人権規範）   
国家権力を制限して人権を保障 

 
授権規範（統治規範） 

自己拘束（縛り）付き三権を授権  

憲法制定

権力 
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大日本帝国憲法の後期概念※ 

 

※日本国憲法の基本理念に対する、後期大日本帝国憲法下の日本型ファシズム 

森松 幹治 構成 2016.2.1 

 

森松 幹治 構成 2016.2.1 

天皇主権 
 

専制主義 

                 

軍国主義・全体主義 

天皇に直結する多元的国家権力 

内閣・貴族院/衆議院・司法 

〔内閣法制局・大審院〕 

〔枢密院・元老院・宮内大臣〕 

〔統帥権（参謀本部・軍司令部）〕           

大日本国帝国憲法の構造 
1889.2.11 公布 

（立憲君主サイクル） 

天皇（主権者） 
絶対君主に近い立憲君主 

臣民 

上位 欽定憲法 

下位 法律 
憲法以外の 

五法及び法律一般 

国家権力 

国務（天皇大権の協賛） 
<内閣※1・貴族院※2/衆議院・司法> 

政治家、貴族・華族、官僚、軍人 

及び一般公務員 

<元老、内大臣> 

<宮内大臣、枢密院※3、元老院※4> 

※1 陸軍省、海軍省を含む、※2 勅任 

※3 重要な国事（条約・勅令など）を審

議する天皇の最高諮問機関 

※4※3 に準じ、元勲らが勅命で勅任 

納税義務、 

兵役義務、 

子女教育義務 

法の支配 

外見的立憲主義 

君主の支配 
専制主義 

帝国議会/ 天皇の立法権を協賛 

内閣/ 各大臣は天皇に直結し、天皇の

行政権を輔弼 

裁判所/司法権 天皇の名の下に裁判 

統帥 
<陸軍> 

参謀本部 

<海軍> 

軍司令部 
 

天皇に直結 

統帥権の独立 

統帥権 統治権 
国体を総覧 
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大日本帝国憲法と日本国憲法の主要項目比較 

 

名言集 

エイブラハム・リンカーン（ゲティスバーグ演説） 

government of the people, by the people, for the people 

人民の人民による人民のための政治 

Government is a sacred trust of the people, the authority for which is derived 

from the people, the powers of which are exercised by the representatives of the 

people, and the benefits of which are enjoyed by the people 

                    前文に引用された GHQ による憲法草案  

ジャン＝ジャック・ルソー（社会契約論） 

イギリスの人民は自由だと思っているが、それは大まちがいだ。彼らが自由なのは、

議員を選挙する間だけのことで、議員が選ばれるやいなや、イギリス人民は奴隷とな

り、無に帰してしまう。  

大日本帝国憲法と日本国憲法との主要項目比較 

  大日本帝国憲法 日本国憲法 

公布 
1889. 2.11 

1890.11.29 

1946.11.3 

1947. 5.3 

形式 欽定憲法 民定憲法 

主権 天皇主権 国民主権 

天皇 
元首（神聖不可侵、現人神） 

統治者として国体を総覧 

象徴 

（人間宣言 1946.1.1） 

政体 絶対君主に近い立憲君主制 立憲民主制 

戦争と平和 軍国主義・全体主義 平和主義 

戦争と軍隊 

天皇に直属する軍隊 

統帥権の独立 

臣民に兵役義務 

９条 

戦争放棄 

戦力不保持 

交戦権否認 

人権 専制主義 
人権尊重 

（個人の尊厳・個人の尊重） 

義務 納税、教育、兵役 納税、教育、勤労 

国家権力 天皇に直属する多元的権力 三権分立 

国会 天皇の協賛機関 国権の最高機関 

内閣 天皇の輔弼（助言と補佐）機関 行政の最高機関 

裁判所 天皇の名において裁判 司法権の独立を保障 

地方自治 中央集権 地方分権を尊重 

憲法改正 天皇の発議→議会の議決 国会発議→国民投票 

森松 幹治作成 2016.2.1 
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第２章 用語の解説 

用語の解説 1/2 

事項 語源（英） 解説 

法律 law 

人類が社会生活を営み始めた古代から法は存在した。 

東洋（中国、日本）、西洋（ローマ法、英法、仏法等） 

広義には、社会秩序維持のための規範であり、国家権

力による強制を伴う。 

狭義には、国家権力が制定した制限規範を指し、憲法・

条約・命令などと区別する。 

憲法の由来 

constitution 

国家最高 

の法規範 

他に、構成、組

織、構造、体質、

性質、健康等の

意味がある。 

絶対王政時代、王は全能の神の子とされ王政に疑いを

持つことは許されなかった。しかし、実際には人間が

行う政治である。国家権力が独裁的に王に集中すると、

権力の濫用や腐敗が起きる。そのために、たびたび各

地で反乱が起きた。 

モンテスキューは『法の精神』1748 年国家権力を行

政・立法・司法の三権に分け、三権が抑制・均衡によ

って権力の行き過ぎを防ぐ権力分立制を提唱した。 

18 世紀のフランス革命、アメリカ独立戦争（アメリカ

革命）は、いずれも絶対王政の圧政に市民らが立ち上

がり、旧体制を打倒して新体制を確立させた。市民革

命である。新体制に移行する際に憲法が制定された。 

権利章典（人権保障）、「三権分立」、基本理念、国を統治

するしくみが憲法に取り入れ、国政運営上の構造・土台

及び定めた根本法となった。 

法律は、国家権力が主権者国民に対するものとして民

法、商法、刑法などにより納税、勤労、子女教育の義

務などの制限規範を課す。一方、憲法は主権者国民が

国家権力に対するものとして人権尊重の義務・人権侵

害の救済、幸福追求する権利（生存権）の保障、社会

福祉・公共衛生などの社会保障などの義務を課す。 

特に憲法は主権者国民が国家権力に対する命令書とい

う性格を持つ。そのため国家権力は憲法の基本理念の

枠内で権力を行使しなければならない。時の政権の都

合で、憲法の基本理念を逸脱するような安易な変更は許

さないもの（硬性憲法）とし、法の上の法としての最高法

規性を持つ。 

日本国憲法 基本理念 

国民主権・平和主義・人権尊重・三権分立・地方分権 

立憲主義 

〔法の支配〕 

constitutiona- 

lism 

〔the rule of 

law〕 

国家権力に対して、憲法の基本理念の枠内で権力を行

使する自己拘束（縛り）が課せられる。 

当初、大日本帝国憲法制定時「君臨すれども統治せず」

立憲君主制に則った元勲による政治が行われた。 

大正末期に入ると軍国主義が台頭し、政党政治が弱体

化。次第に立憲主義が形骸化し、次第に外見的立憲主

義になっていった。 

民主主義 democracy demos（人民）、kratia(権力)のギリシャ語が由来。 
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〔人の支配〕 人民が権力を所有し、その権力を自ら行使すること。 

代議制民主主義の例 民意の代表者を、選挙により選

出し、自らの権力行使をその代表者に信託する。 

支配者が主権者国民の権利を剥奪した場合、国民が支

配者を交代させる権利（革命権）を含む。 

自由主義 liberalism 

近代資本主義の成立に伴って、17～18 世紀に現れた思

想及び運動。イギリス・フランス・アメリカにおける

革命の原動力になった。 

封建制・専制政治に反対し、政治上は政府の交代を含む

自由な議会制度を主張。個人の思想・言論の自由、信教

の自由を擁護。経済上では企業の自由を始め、すべて

の経済活動に対する国家の干渉を排除。※ 

※現在、行き過ぎたグローバリズム・格差拡大を生む。 

人権 

〔人権思想〕 

human 

rights 

人間が人間として生まれながらに持つとする社会的

権利・人権（自然権）。 

18世紀アメリカ革命やフランス革命を支えた基本理念。 

   人民 

例 米国 
people 

主権者。原則として国籍の有無を問わず、人権を有す

る有産・無産階級の個人（人間）。 

国民 

例 日本 
nation 

主権者。原則として国籍を有し、人権を有する有産・

無産階級の個人（人間）。 

市民 citizen 
主権者。近代に入り産業革命が進行して資本主義経済

体制を確立した。新興階級（ブルジョワ）などの総称。 

国、国家 state 

国家が支配する一定の領域、住民、共同体、制度、文

化などの総体。 

国家の統治機構である中央政府を指すこともある。 

国民国家 nation-state 

民族を基礎として国民がまとまり、市民革命を経て、

国民的一体感が形成された国家。 

近代ヨーロッパで成立した統一民族国家。 

   絶対 

君主制 

absolute 

monarch 

国王と国会との相互関係の上で、国王が優位の制度。 

例 西欧諸国に見られる権威と権力が君主にある。 

立憲 

君主制 

constitutional 

monarch 

国王と国会との相互関係の上で、国会が優位の制度。 

例 市民革命後のイギリスなど西欧君主諸国。 

立憲 

民主制 

constitutional 

democracy 

主権者国民と国家権力との相互関係の上で、国民が優

位な制度。 

例 日本国憲法。 

主権/ 

統治権 
sovereignty 

独立国家における国民および領土を統治する権力。 

主権の所在により、国民主権、君主主権、天皇主権。 

トマス・ホップスは著書「リヴァイアサン」で、その

旧約聖書に登場する巨大な幻獣に例え、国家権力は無

敵の怪獣の如き強制力を持つとした。課税、徴兵等。 

君主主権 
monarch 

sovereignty 
主権は｢君臨すれども統治せず｣立憲君主にある。 

国民主権 
popular 

sovereignty 
主権は国民にある。 

  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA%E9%96%93
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用語の解説 2/2 

事項 語源（英） 解説 

天皇主権 

 

権威と権力 

の二重構造 

― 

地方分権的幕藩体制（権力は幕府）から天皇制中央集体制

（権力は政府）へ、権威は天皇のまま、権威と権力二重構造

の内、権力を有する支配者が入れ替わる。 

西欧諸国では、市民革命後に立憲君主制や共和制の政体が

とられた。明治新政府が発足した頃、既に絶対王政は過去

のものとなっていた。明治維新は西欧諸国のような市民に

よる市民革命ではなかった。 

明治政府は国家権力の正統性を維持するため権力を持たな

い天皇の権威を利用し、遅れてきた絶対王政の政体をとり天

皇制中央政権制として国家権力を行使してきた。 

明治政府は諸外国と交際して行くために、体面上憲法が必

要になった。政府は伊藤博文らを西欧諸国に派遣して導入

を検討。憲法制定時に市民革命を経た西欧大陸諸国が採用

する「君臨すれども統治せず」立憲君主制を取り入れた。 

政府は憲法上の天皇の位置づけに王権が神から授権された

ものとし、後に絶対王政より以上の現人神※とした。 

天皇制中央集権国家を完成させるために、政府は軍人勅語

1882、教育勅語 1890 を次々に公布し、天皇に忠誠する義務

教育を徹底的に全国民に施した。同年天皇晨筆の御名に対

して最敬礼しなかったとする、第一高等中学校嘱託教員の

内村鑑三不敬事件が起きた。 

※明治憲法第 3条「天皇ハ神聖ニシテ侵スヘカラス」 

大正末期、天皇直結の軍部が統帥権の権威をかざし暴走。満

州事変、支那事変、太平洋戦争へと世界を相手に戦域を拡

大した結果、各地で敗退。ポッダム宣言、原爆投下、ポッ

ダム宣言受諾、戦争終結となった。 

臣民 a subject 
例 〔英国〕 君主に支配される人民を指す。 

例 〔明治の日本帝国〕 天皇に支配される国民を指す。 

天皇教 

の原理 

 

（明治政府 

統治の秘密） 

 

「神の国」 

明治の日本 

 

― 

明治 4年（1871）に行われた廃藩置県を見て、英国の駐日

公使だったパークスはこう言ったと言われる。 

「日本の天皇は神である」 

これはまさしく、明治維新の本質を表している言葉。ヨー

ロッパの歴史において、王権神授説が猛威を振るっていた

時代でもここまで大胆な社会変革は行われなかった。 

国王が領主の土地を取り上げる。そんなことを考えただけ

で、その国王の恐ろしさに震えあがった。 中略 

しかし、廃藩置県は一滴の血を流すことなく完了した。こ

んな奇跡がなぜ可能になったのか。それはパークスがいみ

じくも漏らしたように、当時の武士たちの多くが天皇は神

であると信じたからだ。 

小室直樹 「日本人のための憲法原論」 

ｐ394～396 抜粋第五刷集英社 2013.6 

1870 年新政府は太政官布告「神仏分離令」を発した。これ

により全国の仏教施設の破壊が引き起こされた。 

明治維新前、天皇教は日本に存在しなかった。明治政府は
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国を統治する手段として、幕末に風靡した尊王攘夷思想と

西欧の絶対王政を支える王権神授説をヒントに国家神道・

官製宗教をつくった。天皇皇后を祭神とする明治神宮が国

家の手によってつくられた。 

絶対王政 

/絶対主義 

 

権威と権力 

の一体構造 

absolute 

monarch- 

ism/ 

absolutism 

絶対王政とは 16～18 世紀に形成された主権国家の君主が

絶対的支配権力をもつ政治体制をいう。絶対王政は官僚組織

と常備軍制度をもち、国王が国民を一元的に直接統治した。 

国王の絶対的権力支持基盤は国王に依存した封建領主層

（貴族、上位聖職者）や、免税特権などの認可を受けた国

王を支える官僚や軍人層。また一方では同様に国王に依存

して市場の独占権などの保証を受けた新興階級だった。 

典型的な絶対王制国家の形成は、15～16世紀のポルトガル、

スペイン。16～17 世紀のチューダ朝のイギリス、17～18 世

紀のブルボン朝のフランスなど。ドイツやロシアは 18 世紀

と遅れ、イタリアでは形成しなかった。 

絶対王政下で、維持する財源を得るために重商主義の経済

政策がとられた。また絶対王政を理論づける思想は、王は

無謬性を持つ神の子としてという王権神授説がイギリス・

フランスで展開された。 

市民革命 

(語源からは 

人民革命 

が近い） 

a people’s 

(popular) 

revolution 

フランス革命は、世界史上の代表的な市民革命であり、前

近代的な社会体制を変革し近代ブルジョア（新興階級）社

会を樹立。 

フランス・ブルボン朝ルイ 16 世は、宮廷の浪費や対外戦争

で悪化した財政を議会に圧力をかけ、課税強化しようとし

たが、貴族や市民が反発した。 

市民らが立ち上がり王を処刑し、共和制に移行。その後総

裁政府、ナポレオンの統領政府を樹立。各国の政体を揺る

がす革命の端緒となった。 

フランスに先経つ 14 年前、1775～1783 年のイギリス本国

と植民地アメリカ 13 州間でアメリカの独立戦争（アメリカ

革命）がおき、その際世界最初の成文憲法がつくられた。 

天皇 

機関説 

（立憲主義） 

― 

天皇主権に関する明治憲法解釈。「天皇が法人である国家に

属し、天皇はその最高機関」であるとする貴族院議員美濃部

達吉らの主張は、当初定説だった。1935 年「統治権は天皇

に存す、日本は天皇が統治する国家:国体明徴声明」美濃部

説は国体に反するとし岡田内閣に野党立憲政友会・軍部・

右翼が迫って出させた。以降、公に美濃部説が排撃された。 

国体 ― 

「国を統治するために天皇を中心とした秩序と政体」、明治維

新前になかったこの考えを、明治政府がつくりだした。 

国は土地、人民、ふるさとで構成する。また天皇は万世一

系の日本神話の天照大神の子孫であり、神勅により永久の

日本の統治権が神から授権（日本型王権神授説・王は無謬

性をもつ神の子）されたとする。後に現人神とされた。 

この論者らは、市民革命が起きなかった近代以前の王朝交

代・易姓革命における国体を想定し、天皇による国体の統

治が不可欠と主張（大正期の国体明徴声明を想起される）。 

  
森松 幹治 構成 2016.2.1   
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第３章 日本国憲法の人権（日本型権利章典に相当）条項 

日本国憲法の人権条項の種類 

第三章 国民の権利及び義務 

基本的 

人権 

前文一段 

普遍性、永久不可侵性、固有性（11）、 

自由及び権利の保持責任と濫用防止（12） 

基本的人権の本質（97） 

個人の尊重と公共の福祉（13） 

憲法の中核かつ包括的人権規定 

幸福追求権、平等の原則、思想・良心

の自由、表現の自由、移動の自由など

の諸人権が派生。 

平等権 差別されない権利(14.1) 

自由権 

精神の自由 
思想・良心の自由（19）、信教の自由(20)、学問の自由、

集会・結社・表現の自由(21.1)、通信の秘密（21.1） 

身体の自由 

奴隷的拘束・苦役からの自由(18)、適正手続を受ける権利

(31)、不法な身体拘束からの自由(33)、 

理由の告知・弁護人依頼権を与えられなければ抑留・拘禁

されない権利、 

正当な理由なく拘留されない権利（34）、令状がなければ

住居侵入・捜索・押収されない権利(35)、拷問・残虐な刑

を受けない権利(36)、 

公平な裁判所の迅速な公開の刑事裁判を受ける権利、刑事

被告人の証人審問権、護人依頼権(37)、自己に不利益な供

述を強制されない権利(38)、刑罰を遡及されない権利、二

重の危険を受けない権利(39) 

経済活動の自由 
居住・移転・職業選択の自由 ＜営業活動の自由＞(22.1)、

財産権(29) 

社会権 

生存権（25） 
人間としての最低限度の生活を国に保障してもらう権利

(25.1) 

教育を受ける権利 教育を受ける環境と機会を国に保障してもらう権利(26.1) 

労働基本権 

勤労の権利

（27.1） 

仕事と最低限の労働環境を国に保障して

もらう権利 

労働三権（28） 

団結権 労働組合をつくる権利 

団体交渉権 労働組合が経営者と話し合

う権利 

団体行動権（争議権） 労働組合がスト

ライキなどを起こす権利 

請求権 

国家賠償請求権 
国や公務員に人権侵害された場合、賠償請求ができる権利

（17） 

裁判を受ける権利 
トラブルが起きた場合、裁判により解決してもらえる権利

（32） 

刑事補償請求権 無罪で裁判にかけられた場合、補償請求ができる権利（40） 

請願権 国に対して自分の意見や苦情を言うことができる権利（16） 

参政権 選挙権 選挙で投票する権利（15.1） 
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（追補）人権思想のおこりと発達 

イギリスは、議会による政治体制や思想をきずいたことから、「民主主義の母国」

といわれている。14 世紀になると、ルネサンスとよばれるイタリアを中心に古代ギリ

シャやローマの文化の研究を通じた自由な人間中心の文化がヨーロッパに広がり、キ

リスト教の人類愛の思想と融合して、合理主義と人間尊重の精神を人々に根づかせた。 

 

1517 年、ドイツではルターが宗教改革をおこし、人間は神の前ではすべて平等であ

るとして、個人の自由と尊厳を主張した。 

1642 年、イギリスでは、王党派と議会派が対立し、クロムウェルが率いる議会派が

勝利し、国王を処刑する清教徒革命がおきた。ついで 1688 年には、議会が国王を交

代させる名誉革命（流血を防いだことからこの名前がつけられた）がおき、これらの

革命によって権利章典が発布され、国王による専制政治を大きく制限した。 

 

権利の章典発布の翌年、イギリスのロックが「市民政府二論」を著し、「人間はす

べて平等であり、生命、自由および財産は生まれながらの権利をもつ」ことと、「国家はそ

うした権利を守るためにあり、これを阻害する場合、市民は反抗権をもち、支配者を交代さ

せることができる」と主張した。 

 

ロックの思想は、フランスの啓蒙思想に影響を与え、モンテスキューは「法の精神」

を著し、政治は立法と行政、司法の三権を分立させることを説いた。 

また、ルソーは「社会契約論」を著し、「人は生まれながらにして自由・平等である」として、

自然権の立場で人民（国民）主権を主張した。これらの思想は 18 世紀後半のアメリカ

独立戦争やフランス革命に影響を与えていった。 

（出所）「社会・公民 人権思想の発達」抜粋し転載 

http://www.hello-school.net/harocivics003.html 

  

被選挙権 国会議員の立候補できる権利（44） 

直接民主制 

投票による国民審査(79.2) 不適格な最高裁判所の裁判官

を辞めさせる。 

特別法の住民投票(95)の制定 特別法の制定を最終決定す

る。 

憲法改正(96) 憲法の改正を最終決定する 

新しい 

人権 

環境権 典拠 幸福追求権（13）、生存権（25）に基づく幸福な環

境を追求する権利 

プライバシー権 典拠 通信の秘密（21.1） 

 (出所)「基本的人権の種類」一部引用・追加 http://www.geocities.jp/ttovy42195km/newpage23.html

森松 幹治 構成 2016.2.1 

http://www.hello-school.net/harocivics003.html
file:///E:/憲法と安全保障/憲法/「基本的人権の種類」一部引用・追加http:/www.geocities.jp/ttovy42195km/newpage23.html森松%20幹治%20構成%202016.2
file:///E:/憲法と安全保障/憲法/「基本的人権の種類」一部引用・追加http:/www.geocities.jp/ttovy42195km/newpage23.html森松%20幹治%20構成%202016.2
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第４章 20 世紀前半以降の世界戦争の戦死者数 

 

第一次世界大戦、第二次世界大戦 戦死者数 

戦死者数 
軍人 

（万人） 

割合 

（％） 

民間人 

（万人） 

割合 

（％） 

総数 

（万人） 

割合 

（％） 

第一次世界大戦 

（1914～1918） 
3,515 約 95 185 約 5 3,700 100  

第二次世界大戦 

（1939～1945） 

2,200～ 

3,000 

約 37～ 

35 

3,800～ 

5,500 

約 63～ 

65 

6,000～ 

8,500 
100  

（出所）ウイキペディアフリー百科事典より転載 

       

 
第二次世界大戦・太平洋戦争 戦死者数 

 

 
日本人（万人） 

アジア全体 

（万人） 

 

 軍人 
民間人 

合計  

 
外地 内地 

 

 
約 230 約 30 約 50 約 310 約 2000 

 

 
（出所）ウイキペディアフリー百科事典より転載 

 
（出所）第二次大戦 犠牲者数 ウイキペディアフリー百科事典に国別の犠牲者数の記載がある。 

 

  

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiM-q6bnLXKAhWH5KYKHZTIAGkQjRwIBw&url=http://ameblo.jp/cp21/entry-10321242847.html&psig=AFQjCNFhLJGxuIbpBX285C-hplh-ELzhGA&ust=1453270379471832
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第５章 日本憲政小史と世界憲政小史 

日本憲政小史 大日本帝国憲法発布前後から日本国憲法発布前後まで 

事項 年号 内容 

王政復古 

の大号令 
1867 

天皇を擁した勢力が、武力による倒幕を進め京都で政権を樹

立。約 1年半幕府軍との間で戦争（戊申戦争）を行った。 

明治維新 

明治改元 
1869 

近世の幕藩体制を解体し、天皇制中央集権的国家を成立。 

廃仏毀釈 1870 
新政府が発した太政官布告（神仏分離令）。これにより全国

各地で仏教施設の破壊運動が起きた。 

廃藩置県 1872 
明治政府はそれまでの藩を廃止し、地方統治を中央管下の府

と県に一元化した行政改革を実施した。 

徴兵令と 

西南戦争 
1877 

新政府は徴兵制度を定め、平民に兵役を義務付けた。徴兵令

を次々に発令し、1889.1 に国民皆兵とした。 

旧薩摩藩士ら 1万余人が西郷隆盛を擁して挙兵。約 1年半で

鎮圧。その後士族の武力抵抗は急速に衰える。 

内閣制度発足 1885 
大蔵省、陸軍省、海軍省、外務省、内務省、文部省、農商務

省、逓信省、司法省、宮内省（内大臣府） 

自由民権運動 

1874

～

1882 

民権運動側 自由党結党 総理板垣退助。急進な自由主義を

主張。支持基盤は農村部の旧士族や地主、豪農層。立憲改進

党結党、総理大隈重信は英国流の穏健な立憲君主制を主張。

支持基盤は都市部知識人や実業家。政府側 立憲帝政党結党。 

私擬憲法案 1881 

植木枝盛作成の「東洋大日本国憲按」をはじめ、さまざまな

私擬憲法案が発表された。なかでも植木案は、国民の抵抗権、

革命権、不服従を認めるなど急進的だった。 

    世界大不況 （1873～1896） 

大日本帝国 

憲法発布 
1889 

天皇は神聖不可侵、現人神とされ、国家権力は天皇の下に全

ての集中し、国事行為はすべて天皇の名で決裁された。但し、

政体は立憲君主制※1の外見をとったが、立憲主義の実態は

外見的立憲主義※2だった。 

天皇に直結する枢密院や貴族院の存在、各省割拠主義体制、

陸海軍と統帥権の独立など多元的権力構造が、軍国主義・全

体主義のファシズムを許す要因になった。 

※1「君臨すれども統治せず」。 

※2昭和に入り、憲法学者佐々木惣一は「立憲非立憲」の語

で立憲主義に似て非なる外見的立憲主義に警鐘を鳴らした。 

    日清戦争（1894-1895） 

ハーグ陸戦条約 

※p15 
1899 

戦争の開始から終結までを定めた国際法の一つで、ハーグ平

和会議で制定された多国間条約。 

一定の拘束力をもっていたが、その後もほとんどの戦争は名

目上自衛権の発動に下に行われた。 

    日露戦争（1904～1905） 
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第一次世界大戦（1914～1918） 

発端はオーストリア皇太子夫妻サラエボで殺害 

大正改元 1912   

大正 

デモクラシー 

1910

～ 

1920 

政治面においては普通選挙制度を求める普選運動や言論・集

会・結社の自由に関しての運動、外交面においては国民への負

担が大きい海外派兵の停止を求めた運動。 

社会面においては男女平等、部落差別解放運動、団結権、スト

ライキ権などの獲得運動、文化面においては自由教育の獲得、

大学の自治権獲得運動、美術団体の文部省支配からの独立な

ど、様々な方面から自主的集団による運動が展開された。 

ロシア革命 1917 

1917 年にロシア帝国で起きた 2度の革命のことを指す名称。

特に史上初の社会主義国家樹立につながった。レーニンを指

導者とする政権は「無賠償、無併合、民族自決」の原則によ

る講和を呼びかけ、世界戦争から離脱。 

パリ講和会議 

（ヴェルサイユ 

会議） 

1919 

第一次世界大戦後の連合国が中央同盟国の講和条件等を討

議。世界各国の首脳が集まり、講和問題だけではなく、国際

連盟を含めた新たな国際体制構築についても討議。 

14 ケ条の平和原則、民族自決等。その後に国際連盟が発足。 

治安維持法 1925 

国体の変革、私有財産制度の否定を目的とする結社の組織者

と参加者を処罰する法律。当初の目的は、普通選挙法と日ソ

国交樹立に対応して、共産主義者の活動を取り締まることに

あった。次第に反政府・反国策的な思想や言論の自由の抑圧の

手段として利用された。 

昭和改元 1926   

  世界恐慌（1929～1933） 

統帥権 

干犯問題 
1930 

憲法に明記していた天皇直結の統帥権独立が遠因。後の日本

型ファシズムに発展。補助艦の制限を決めたロンドン海軍軍縮

条約調印をめぐる政争。時の浜口内閣は条約に反対する海軍

軍令部を押さえて調印した。これに対し、右翼やこともあろ

うに野党立憲政友会、新聞報道※が天皇の統帥権を侵害する

として、同内閣を激しく攻撃した。※権力に新聞が迎合。 

満州事変 

1931

～ 

1933 

軍部独走、政府追認。中華民国奉天（現瀋陽）郊外の柳条湖

で、関東軍が南満州鉄道の線路を爆破した事件。これに端を

発し、関東軍が満州（現中国東北部）全土を占領、後に傀儡

政権による満州国を建国。 

5.15 事件 1932 

軍部独走。海軍青年将校らが総理大臣官邸に乱入し、内閣総

理大臣犬養毅を殺害。当時、議会制民主主義が根付き始めて

いたが、これらが契機に日本は軍国主義・全体主義へと傾斜し

ていった。1929 年世界恐慌（1929～1933）に端を発した大不況

により企業倒産が相次ぎ、社会不安が増加した。 

2.26 事件 1936 軍部独走。陸軍皇道派の影響を受けた青年将校らが 1,483 名
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の下士官兵を率いて起こしたクーデター未遂事件。この事件

の結果、岡田内閣が総辞職し。後継廣田内閣が思想犯保護観

察法を成立。 

支那事変 

1937

～ 

1941 

軍部独走、政府追認。盧溝橋事件を発端として北支（北支那、

現中国の華北地方）周辺へと拡大した。 

8 月の第二次上海事変勃発以後は中支（中支那、現中国の華

中地方）へも飛び火、次第に中国大陸全土へと拡大し、日本

と中華民国間の全面戦争になっていった。 

ソ連は空軍志願隊を送り、中華民国側を援護。 

    
第二次世界大戦（1939～1945） 

発端はドイツ軍のポーランド侵攻 

    太平洋戦争（1941～1945）、発端は日本の真珠湾攻撃 

国際連合憲章 

1945 

同年  6.26 

ポッダム宣言 

後記★P21 

同年 7.26 この宣言に先立つ 5 ｹ月前、同年 2.4～2.11 

米、英、ソ連間でヤルタ秘密会談を行った。 

ポッダム宣言受諾 

8.6 広島、8.9 長崎原爆投下。8.14 受諾。20 日間受諾が遅れ

た理由：首脳部は国民の生命よりも国体護持が大事、国体継

続するためには明治憲法改正の必要がないと逡巡した。 

８．１５革命 同年 8.15 玉音放送（昭和天皇による終戦詔書）。 

国際連合発足 同年 10.24 

日本国憲法発布 1946 2016.11.3  同年 1.1 天皇は神格を否定し、人間宣言。 

日本国憲法施行 1947 2017. 5.3 

森松 幹治 構成 2016.2.1 

※現代語訳 http://www.huffingtonpost.jp/2015/05/20/potsdam_n_7341178.html 

  

ハーグ陸戦条約※ 

（陸戦の法規に関

する条約） 

1899 

1899 年にオランダ・ハーグで開かれた第 1回万国平和会議に

おいて採択された「陸戦ノ法規慣例ニ関スル条約

（英:Convention respecting the Laws and Customs of War 

on Land」並びに同附属書「陸戦ノ法規慣例ニ関スル規則」

のこと。1907 年第 2回万国平和会議で改定され今日に至る。

ハーグ陸戦協定、ハーグ陸戦法規などとも言われる。 

 

交戦者の定義や、宣戦布告、戦闘員・非戦闘員の定義、捕虜・

傷病者の扱い、使用してはならない戦術、降服・休戦などが

規定されているが、現在では各分野においてより細かな別の

条約にその役割を譲っているものも多い。 

 

日本は、1911 年 11 月 6日批准、1912 年 1912 年 1 月 13 日に

陸戰ノ法規慣例ニ關スル條約として公布された。他の国際条

約同様、この条約が直接批准国の軍の行動を規制するのでは

なく、条約批准国が制定した法律に基づいて規制する。 

（出所）ウイキベディア・フリー百科事典より転載 

http://www.huffingtonpost.jp/2015/05/20/potsdam_n_7341178.html
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世界憲政小史 主要市民革命と世界憲法、影響を受けた日本国憲法 

国 事項 年号 内容 影響を受けた 

日本国憲法 

の各条 

イ 

ギ 

リ 

ス 

マグナ･カルタ 

（大憲章） 

1215 国王の権力の限界を規定し、国民の

権利（身体的・経済的自由権）を保護

することを明文化した最初の文章。 

それ以降の、全ての憲法の原点とな

った。同文書は現行イギリス憲法の

一部を構成する。 

後世のフランス、ドイツ、ソ連やア

メリカ合衆国独立宣言など各国の

憲章の理念に大きな影響を与える。 

97 条〔基本的人権

の本質〕 

「人類の多年にわ

たる自由獲得の努

力」とは、マグナ・

カルタから権利章

典までに至る、統治

者を抑え、国民が自

由と権利を獲得し

た系譜を指す。 

清教徒革命 

（ピューリタン革命） 

1641

～ 

1649 

市民革命 

チャールズ 1 世の議会・法を無視す

る政治に対し、議会や市民が立ち上

がり王を処刑。一時共和制に移行。 

  

名誉革命 1688 ジェームズ 2 世の即位後、国王は急

速に議会や市民の支持を失い、二度

目の市民革命が起き、国王を国外に

追放した無血革命。 

  

権利章典 

Ｂill of Ｒigts 

1689 「君臨すれども統治せず」という原則

を打ち立て、君主は政治的権力をも

たない立憲君主制を確立した。 

画期的な憲章。国民の自由権の保障

をした憲法の根本法として、以降各

国憲法に取り入れられる。 

憲法前文 

第一章天皇 

第 1 条〔天皇の地

位・国民主権〕他、

第 2 条から第 8条。 

12 条〔自由及び権

利の保持責任と濫

用防止〕、97 条 

ア 

メ 

リ 

カ 

アメリカ独立戦争 

（英国） 

Revolutionary War 

 

アメリカ革命 

(米国) 

American Revolution 

1775

～

1783 

市民革命 

アメリカ東部沿岸 13 州はイギリス

の植民地だった。本国の課税の強化

に対し、市民の不満が高まり戦争。

ジョージ・ワシントンが司令官となり、

本国の武装正規軍と植民地の民兵

とが戦い、アメリカ軍が勝利。 

当時西欧諸国は全て王国。戦争に勝

利したワシントンは国王になるよ

う懇願されたが、それを断り、選挙

を行ってアメリカ合衆国初代大統領
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に就任した。 

バージニア 

権利章典 

1776 以前の国民の自由権の保障に加え、

生まれながらにして人間は基本的

人権を持っているという「天賦人権」の

概念、国民の人権は永久不可侵と規

定。 

97 条 

アメリカ 

独立宣言 

アメリカ独立戦争中に、アメリカが

イギリスからの独立を宣言。 

人間が生まれながらに平等であり、

また不可侵の人権を保持している

ことを宣言。また文章中、政府が国

民の権利を侵した場合、政府を変更

する権利（革命権）を明文化。 

1780 年、後のアメリカ合衆国憲法の

基になったマサチューセツ憲法が

発布。 

11 条〔基本的人権

の普遍性、永久不可

侵性、固有性〕 

12 条 

13 条〔個人の尊重

と公共の福祉〕･ 

〔包括的人権規定〕 

25 条〔国民の生存

権、国の社会保障的

義務〕･〔財産権〕 

アメリカ 

合衆国憲法 

世界最初の 

成文憲法 

1787 前文「われら合衆国の人民は、より

完全な連邦を形成し、正義を樹立

し、国内の平穏を保障し、共同の防

衛に備え、一般の福祉を増進し、わ

れらとわれらの子孫のうえに自由

のもたらす恵沢を確保する目的を

もって、アメリカ合衆国のために、

この憲法を制定する」。 

憲法前文 

第八章地方自治 

権利章典 1789 同年 12 月施行、修正 10条。 12 条、13 条、25 条、

19 条、21条 

フ 

ラ 

ン 

ス 

フランス革命 

（この革命が各国の

政体をゆすがす 

革命に波及） 

1789 市民革命 

ルイ 16 世は、宮廷の浪費や対外戦

争で悪化した財政を議会に圧力を

かけ、課税強化しようとした。貴族

や市民らが反発して立ち上がり、王

を処刑。ついで共和制に移行。その

後総裁政府、ナポレオンの統領政府

を樹立と政体が変遷した。 

フランス革命スローガン 

（自由、平等、博愛）。 

  

フランス 

人権宣言 

（人間と市民の 

権利の宣言） 

人権尊重（国民の自由と平等）、圧制

への抵抗権、国民主権、法の支配、

権力分立、私有財産の不可侵などを

規定。 

基本理念の中核 

12 条、14条〔法の

下での平等〕 
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ド 

イ 

ツ 

ドイツ革命 1918 

～ 

1919 

市民革命 

第一次世界大戦末期に、1918 年 11

月3日のキール軍港の水兵の反乱に

端を発した大衆的蜂起と、その帰結

としてヴィルヘルム 2世が廃位、ド

イツ帝国が打倒され共和政に移行。 

 

ワイマール憲法 

（ドイツ共和国 

憲法） 

1919 「第 151 条：経済生活の秩序は、す

べての者に人間たるに値する生活

を保障する目的を持つ正義の原則

に適合しなければならない。この限

界内で、個人の経済的自由は確保さ

れなければならない」。 

12 条、13 条、25 条、 

29 条 

ソ 

連 

ロシア革命 1917 市民革命 

ロシア帝国で起きた2度の革命の総

称。1914 年第一次世界大戦が始まる

と、経済基盤の弱かったロシア帝国

は深刻な食糧不足に陥った。 

窮状に耐えかねた労働者が首都で

ゼネストを敢行、兵士らがこれを支

持し臨時政府を樹立。事態収拾困難

に陥ったニコライ 2世が退位。史上

初の社会主義国家を樹立。 

  

ソビエト社会主義 

連邦共和国 

憲法 

1936 人権と基本的自由については原則

国際人権規約に忠実に自由権と社

会権が保障され、その第 17 条は国

際法の規範に従い、世界的に承認さ

れた人権と自由の保障を明記。 

27 条〔勤労の権利

義務、勤労条件の基

準、児童酷使の禁

止〕 

日 

本 

大日本帝国 

憲法発布 

1889 大日本国憲法の構造、憲法比較 参照 

太平洋戦争開戦 1941     

国連憲章 1945 同年 6.26 前文 

次頁に全文記載。 

国民主権、 

人権尊重、 

９条平和主義 

ポッダム宣言 1945 同年 7.26 13 項目 国民主権、 

人権尊重、 

９条平和主義 

太平洋戦争終結 1945 同年 8.14 ポッダム宣言受諾。 

翌 15 玉音放送。 

  

日本国憲法発布 1946 日本国憲法の構造、憲法比較 参照 

朝鮮戦争勃発 1950 同年 6.25 北朝鮮が 38度線を越え

南朝鮮に侵攻したことが発端。 
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これに対応して「国連軍」が編成さ

れ南北朝鮮の内戦に武力介入。 

これを契機にマッカーサー元帥が

日本政府に警察予備隊の創設を指

示。後にこれが専守防衛を本分とし

た自衛隊となる。 

サンフランシスコ 

講和条約 

1951 同年 9.8 第二次世界大戦における

アメリカ合衆国をはじめとする連

合国諸国と日本間の戦争状態を終

結させるために締結。 

占領終了。日米安保（旧）締結。 

  

平成改元 1989 バブル崩壊。ベルリンの壁崩壊、東

西冷戦の終結、1991 ソ連崩壊。 

55 体制（自民党長

期単独政権の失墜） 
（出所）「4 つの 89」を歴史の節目と憲法学者樋口 陽一東大名誉教授提言 

森松 幹治 構成 2016.2.1 

 

 

国連憲章 

前文 

1945. 

6.26 

われら連合国の人民は、 

われらの一生のうちに二度まで言語に絶する悲哀を人類に与え

た戦争の惨害から将来の世代を救い、 

基本的人権と人間の尊厳及び価値と男女及び大小各国の同権と

に関する信念をあらためて確認し、 

正義と条約その他の国際法の源泉から生ずる義務の尊重とを

維持することができる条件を確立し、 

一層大きな自由の中で社会的進歩と生活水準の向上とを促進

すること、 

並びに、このために、 

寛容を実行し、且つ、善良な隣人として互に平和に生活し、 

国際の平和及び安全を維持するためにわれらの力を合わせ、 

共同の利益の場合を除く外は武力を用いないことを原則の受諾と

方法の設定※によって確保し、 

すべての人民の経済的及び社会的発達を促進するために国際

機構を用いることを決意して、 

これらの目的を達成するために、われらの努力を結集すること

に決定した。 

よって、われらの各自の政府は、サン・フランシスコ市に会合

し、全権委任状を示してそれが良好妥当であると認められた代

表者を通じて、この国際連合憲章に同意したので、ここに国際

連合という国際機関を設ける。 

※後の国際連合の集団安全保障の考え方になる。 

  



 

 

20 

 

第６章 世界史上の主要な市民革命 

世界史上の主要な市民革命 

事項 

（年号） 

革命/ 

（政体） 
内容 

清教徒革命 

ピューリタン革命 

（1641～1649） 

市民革命 

（立憲民主） 

チャールズ 1 世の議会・法を無視する政治に対し、

議会や市民が立ち上がり王を処刑。一時共和制に移

行。 

名誉革命 

（1688） 

市民革命 

（立憲民主） 

ジェームズ 2 世の即位後、国王は急速に議会や市民

の支持を失い、ここに二度目の市民革命が起き、国

王を国外に追放した無血革命。 

アメリカ独立戦争 

（アメリカ革命） 

（1775～1783） 

市民革命 

（立憲民主） 

アメリカ東部沿岸 13 州は大英帝国の植民地だった。

本国の課税の強化に対し、市民の不満が高まり戦争

となった。ジョージ・ワシントンが司令官となり、本国

の正規軍と植民地の民兵とが戦い、アメリカが勝利。 

フランス革命 

1789～1799） 

市民革命 

（立憲民主） 

国王ルイ 16 世は、宮廷の浪費や対外戦争で悪化した

財政を議会に圧力をかけ、課税強化しようとしたが、

貴族や市民らが反発、立ち上がり王を処刑。共和制

に移行。その後総裁政府、ナポレオンの統領政府を

樹立。この革命が各国の政体を揺るがす革命に波及。 

革命スローガン（自由、平等、博愛）。 

明治維新 

（1868） 

（本来の市民革命 

ではない） 

薩長土肥の 

下級武士指導 

による革命 

(絶対君主 

に近い 

立憲君主） 

狭義には、江戸幕府が崩壊し天皇を中心とする新政

府が成立する過程。1987 年の大政奉還、王政復古の

大号令、翌年の鳥羽伏見の戦い、五カ条条の誓文な

どがその画期をなす。広義には日本の近代国家を創

出した一連の過程。明治政府が行った廃藩置県・秩

禄処分・地租改正などさまざまな改革が含まれ、そ

の始期と終期については諸説がある。 

ロシア革命 

（1917） 

市民革命 

（立憲民主） 

ロシア帝国で起きた 2度の革命の総称。1914 年第一

次世界大戦が始まると、経済基盤の弱かったロシア

帝国は深刻な食糧不足に陥った。窮状に耐えかねた

労働者が首都でゼネストを敢行、兵士らのこれを支

持し臨時政府を樹立。事態収拾困難に陥ったニコラ

イ 2世が退位。史上初の社会主義国家を樹立。 

ドイツ革命 

（1918～1919） 

市民革命 

（立憲民主） 

第一次世界大戦末期に、1918 年 11 月 3日のキール

軍港の水兵の反乱に端を発した大衆的蜂起と、その

帰結としてヴィルヘルム 2世が廃位。ドイツ帝国が

打倒され共和政に移行。 
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日本 

８．１５革命 

８月革命説 

（1945） 

 

日本国憲法発布 

占領下の擬制 

市民革命 

 

(明治憲法とは 

法的連続性 

が断絶） 

1945 年年 8月、日本がポツダム宣言※を受諾。これ

を受けて占領下で占領軍と日本側が協議して日本国

憲法がつくられた。新憲法下で天皇主権の旧体制の

から国民主権の新体制に主権が移動。政体は立憲民

主制となった。 

三大憲法原理（国民主権、人権尊重、平和主義）。 

革命という法的な擬制(フィクション)を用い、この

法的見解として 8.15 革命と呼称することを憲法学者

宮沢俊義が提唱。しかしながらこれは、西欧諸国の

市民が自力で旧体制から国家権力を奪取した意味で

いう市民革命ではなかった。 

★ポッダム宣言 軍国主義的権力および勢力の除去

(第 6 項)、戦争能力破壊と新秩序成立までの日本占

領(第 7項)、領土の制限(第 8項)、軍隊の武装解除

および復員(第 9項)、戦争犯罪人の処罰と民主主義の

強化および基本的自由ならびに人権の確立(第10項）、

公正な実物賠償、平和産業維持と軍需産業廃止、将

来の世界経済参加(第 11 項)、以上の諸目的の達成と

自由意思による平和な責任ある政府の樹立を条件と

する占領軍撤収（第 12項）など。 

日本 

今後期待 

される 

民主主義による 

市民革命 

日本国憲法発足時マッカーサーは、占領政策※を円

滑に進めるため、本国や連合国の一部の反対を押し

切り、天皇の戦争責任の不問や戦時内閣の主要閣僚

や一部戦争犯罪人の処罰を免除した。 

※当初反乱が起きて占領が長引くと想定していた。 

これらにより旧体制の閣僚が新体制の首相となると

いう旧体制勢力の一部が保守基盤に残った。当時国

民の大半は新憲法を受け入れ、現在も大きな異論は出

ていない。しかしながら旧体制の流れを汲む現保守政

権は「押し付け憲法論」を振りまき、平和主義の象

徴である９条を標的とした、時代の進歩に逆行する憲法

改正を目論んでいる。 

2014.7.1安倍政権は憲法違反の「集団的自衛権」容認

の解釈改憲※を行い、2015.9.19 国民の理解を得ない

まま安保法制を成立させた。 

※「あれは安倍政権のクーデターだった」という憲法学

者石川健治東大教授、元法制局長官、元最高裁長官

など大多数の憲法学者がこれを違憲と表明。 

これに対し、現在「民主主義ってなんだ」という若

者を先頭に弁護士、憲法学者、多くの市民や野党勢

力が立ち上がりこれに対抗している。 

森松 幹治 構成 2016.2.1 
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まとめ 

 

第１章 新旧憲法の比較 

日本国憲法の基本理念 日本国憲法の構造 

大日本帝国憲法の実態概念 大日本帝国憲法の構造 

 

大日本帝国憲法と日本国憲法の主要項目比較 

 

日本には戦前の大日本帝国（旧憲法）と戦後の日本国憲法（新憲法）とがある。英
語で憲法を constitution 構造、即ち、国の土台を決める根本法という意味である。詳
細は次章の用語説明にて。新旧憲法は基本理念が全く異なり、旧体制から新体制に変

革したことは明白である。旧体制では国家権力が全て天皇に直結しているので、国家
権力の三権分立が十分に機能しなかった。 

 

第２章 用語説明 

憲法の由来、法律、民主主義、立憲主義、自由主義、人民、国民、市民、国/国家 

国民国家、絶対君主制、立憲君主制、立憲民主制、主権/統治権、君主主権、国民主権 

 

古代からつくられた法律に比べると、憲法は比較的新しく近世になってからつくら

れた。いずれの国も産業革命を通して資本主義が発達し、絶対王政の末期に市民革命

が起き、人権宣言つくられ、旧体制から新体制に変革し、憲法が制定されるという経

過を辿っている。詳細には第５章の世界憲政小史で記述する。 

 

天皇主権、臣民、天皇教の原理、絶対王政/絶対主義、市民革命、天皇機関説、国体 

 

日本の絶対王政に近い立憲君主制と、西欧諸国の立憲君主制とは大分異なっている。

前者立憲君主制（権威は神格天皇、権力は政府）二重構造は本来の市民革命を経ないで

成立。明治政府は権力を持たない天皇の権威を利用し天皇制中央集権国家をつくった。 

後者（権威は君主、権力は政府）は絶対王政が打倒された後、市民革命を経て成立。 

一方明治憲法において、天皇に直結する枢密院や貴族院の存在、各省割拠主義体制、

陸海軍と統帥権の独立など多元的権力構造が立憲主義を阻み、「非立憲」の事態を招

いて軍国主義・全体主義のファシズムを許す要因になった。大正末期、軍部独走を許

して世界を相手に戦域を拡大、全面戦争を行った末、各地で敗退。原爆投下・ポッダム宣

言受諾・戦争終結という最悪の結末となった。 

 

第３章 日本国憲法の人権条項の種類 

日本国憲法の三大原理の一つが人権尊重。 

戦争は人の幸福追求権を奪い、人命を損なうという最大の人権侵害を引き起こす。 

人権尊重と平和主義は裏表一体の関係にあり、人類普遍・永久不可侵の原則である。 
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人権に関わる要求、宣言の歴史から、イギリスでは、1215 年にマグナ・カルタ、1628

年に権利請願、1679 年に人身保護法、1689 年に権利章典があり、これらは封建領主が市

民らの要求を国王に対して認めさせたものである。イギリス人の伝統的な権利や自由の尊

重を求めたものである。絶対王政の国家権力の圧政から、市民らの個人の権利を護るため

にこれらの要求が行われたわけである。これが近代的な人権思想誕生へとつながり、18

世紀に市民革命が起きた。1776 年には米国でバージニア権利章典を宣言。1789 年には（フ

ランス革命で絶対王政を打倒）『人間と市民の権利の宣言』が成立した。 

（出所）ウイキペディア・フリー百科事典より抜粋 

 

第４章 20 世紀前半の世界戦争の戦死者数 

人類歴史上、二度に亘る世界大戦が 20 世紀前半に起きた。民間人の死亡割合が第

一次世界大戦で約 5％だったものが、第二次世界大戦では約 13 倍の約 65％に増えた。

近代戦争が、いかに非戦闘員を巻き込む非道・悲惨なものであるかを示している。 

欧州側でナチヅム・ファシズムは、ユダヤ人を劣等人種と見なし、ロマ族（ジプシ

ー）、スラブ民族（ホーランド人、ロシア人）までも同様として迫害・虐殺した。ホ

ロコースト（ユダヤ人大量虐殺）である。その結果、第二次世界大戦各国戦没者数を

見ると欧州側の民間人の戦死者の比率が異常に高くなっている。 

 

人類史上類をみないような大量殺戮・犠牲を生み出した経験から、1945.6 のサン・

フランシスコ会議で国際連合憲章が採択され、同憲章は次の書き出しで始まっている。 

「われら連合国に人民は、／われらの一生にうちに二度までも言語に絶する悲哀を人類

に与えた戦争の惨害から将来に世代を救い、／基本的人権と人間の尊厳及び価値と男女

及び大小各国の同権とに関する信念を改めて確認し････」 

この恒久平和を希求する平和主義と人権擁護思想は、日本国憲法の前文にも引き継

がれている。 

 

第５章 日本憲政小史と世界憲政小史 

日本憲政小史 大日本帝国憲法発布前後から日本国憲法発布前後まで 

世界憲政小史 主要市民革命・世界憲法と影響を受けた日本国憲法 

 

欧米諸国では、市民らは市民革命、権利章典の獲得を繰り返しながら、時の支配者

に対抗して憲法をつくり上げてきた。憲法は、正に人類が積み上げてきた人権拡張歴史

の所産である。現在、歴史のネジを元に戻すような改憲論議が安倍政権から出されて

いる。主権者国民は、歴史を逆流させる同政権の企てを断じて許してはならない。 

 

第６章 世界史上の主要な市民革命 

絶対王政から立憲民主制へ政体が変革する際に、西欧諸国では市民革命という劫火

の洗礼をくぐってきた。明治維新と敗戦後の 8.15 革命は、外観的には旧体制から新

体制に政体が変革したが、これは国民が自覚して獲得した市民革命ではなかった。現
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在憲法９条平和主義が、国会の多数派により脅かされている。平和を希求する国民の

意思に反する支配者に対し、今後の民主主義による市民革命が期待される。 

 

おわりに 

本小文を閉じるにあたり、憲法学者佐藤 幸治(1937～)京大名誉教授「世界史の中

の日本国憲法」著末尾の文章を引用して終える。 

 

日本の国民が七〇年近くにわたって日本国憲法を支持し、様々な問題や困難に直面

しつつも真面目にその運用に努めてきたということは、自らの手でこのような憲法を

作った可能性を結果的に証明しているのではないか。したがってこの七〇年近くとい

う数字はきわめて重い意味をもっていると考えるべきではないか、と思っております。

中略 

かねて申してきたことですが、ここでも再言しておきたいと思います。「私は、憲

法の個別的な事柄について修正を加えていく必要がありうることを否定しない。しか

し、憲法の本体・根幹を安易に揺るがすようなことはしないという賢慮が必要である

と強く思う。『土台』がいつどのように変わるか分からないところで、政治と司法が

本来の役割を果たし、立派な建物を築いていけるはずはないからである」。 

 

このことに関連して、最後に指摘しておきたいことがあります。それは憲法の下で、

憲法の趣旨を活かすべく、法律でやれること、やるべきことが多々あるということで

す。日本国憲法という法典に書かれていること、それが憲法のすべてではありません。

それぞれの時代の要請に応えながら、憲法の理念、趣旨をよりよく活かすような法律

や慣習の形成によって、憲法の内容を豊かにしていくことができますし、またしてい

かなければなりません。 

中略 

新たな文明論も提唱されておりますが、人類にとって今一番必要なことは「自制」

力の保持であると思われてなりません。特に「自制」力を失って大きな悲劇を経験し

た日本のわれわれは、人類の歴史と日本の近代史を重ね合せながら、その歴史に深く

学ぶ必要があると痛切に思います。「歴史から学ばない民族や国民に発展の可能性は

ない」（田中浩）ことを肝に銘じつつ。最後に、日本国憲法九七条を読んで終えたい

と思います。 

この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力

の成果であって、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国民に対

し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。 

以上 
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